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生活保護基準の見直しに伴い影響の生じる事業への区の対応について 

（平成２６年度の経過措置の実施方針について） 

 

国では、平成２５年８月より３ヵ年の激変緩和措置期間を設けて、生活保護

基準の見直しを行なっているが、区では、国の通知を受けて、見直しに伴い影

響の生じる事業への対応（経過措置）を実施している（参考１参照）。 

国は、平成２５年９月３日に「生活扶助基準の見直しに伴い他制度に生じる

影響について」（参考２）を改めて通知し、２６年度予算編成においても、引

き続き政府の対応方針の趣旨を理解した上で、適切に判断、対応することを求

めている。 

そのため、区では、平成２６年度についても、平成２５年度と同様の経過措

置を継続実施するものとする。 

 

１ 経過措置の実施方針（別紙） 

（１）生活保護基準見直しにより保護廃止となる者に対する対応（生活保護受

給者を対象に利用料の減免等を定めている制度の経過措置） 

   平成２５年７月３１日より引き続き生活保護を受給している者のうち、

平成２５年８月以降の激変緩和措置期間の基準見直しの影響により、保護

を廃止された者が、引き続き住民税非課税である場合は、平成２６年度に

ついても、生活保護を受給していた時と同じ条件で利用できるようにする。 

（２）生活保護基準を参照して基準を設けている制度の経過措置  

  利用者の収入上限額や助成額等の算定基礎として生活保護基準を使用し

ている事業については、平成２６年度についても、平成２５年８月以前の基

準に据え置く。 

 

２ スケジュール 

 平成２５年１２月２０日（金）    部長会で対応を周知 

 平成２６年２月４日（火）、５日（水）  五常任委員会で併せ報告 

 

３ 条例改正等 
  経過措置を引き続き実施することにより、本件については、条例改正、規

則改正は想定されない。平成２５年度の対応にあたって、既に規定の改正を

行なったケースについて添付する（参考３）。 


